
《参考資料》 

 ３０人学級などの小人数学級編制は、平成１３年の法改正で、国が定める１学級４０人を下回る基

準で、都道府県教育委員会が定めることができるようになりました。 

 生駒市が独自に実施する場合は、県の同意が必要となります。 

 

 ３０人学級とは 
下の図のように１学級の子どもの数の上限を３０人として決めた学級です。 

 

 １学級の子どもの人数の状況 
 生駒市の小中学校では、３０人以下の学級は、小学校で27.5％、中学校で26.5％となっています。 

 

            

 

 

１学級平均 

３２．０人                 

                                                        

３３．３人 

 

             

26.5% 28.9% 44.6%
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３０人以下 31人～３５人以下 ３６人～４０人

  

                                    (平成１８年５月１日現在) 



 少人数指導とは 
 国語や算数(数学)・英語などの教科で、１つの学級の授業を複数の先生が行うことや、１つの学級

を２つに分けてそれぞれの集団ごとに各々の先生が授業する方法です。 

 

【例１】 

 1 学級４０人を１つの教室で２人の先

生が指導します。 

〔複数指導（ティーム・ティーチング〕 

 

 

 

 

【例２】 

 １学級４０人を２つの学習グループに

分けて、別々の先生が指導します。 

  

このような方法を実現させるためには、担任以外の先生が必要になります。 

現在、学級担任以外の先生（加配職員）が、生駒市では以下のように配置されています。 

 

校種 校数 人数 担  当  教  科 

小学校 １０校 １５人 国語、算数を中心に実施 

中学校  ８校 １０人 数学、理科、英語を中心に実施 

 





少人数学級編成に取り組んでいる都市（小学校）

自治体 対象学年 １学級の児童数 実施時期 備　　　考

北海道稚内市 １・２年生 ２１人から２６人 特区認定 平成18年度 17年度に特区認定

埼玉県志木市 １・２年生 ２５人程度 特区認定 平成14年度

埼玉県上尾市 １年生 ３０人程度 特区認定 平成14年度

埼玉県行田市 １・２年生 ３０人以下 特区認定 平成16年度

京都市 １・２年生 ３５人以下 特区認定 平成15年度 30人学級市長公約

広島市 全学年 ３５人程度 平成20年度 11年計画

熊本市 ３年生 ３５人以下 平成18年度
30人学級市長公約
小学校１・２年生は県費施策で実施
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